
 

基 安 発 第 1 1 1 9 0 0 2 号 

平 成 2 0 年 1 1 月 1 9 日 

 

 

都道府県労働局労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局安全衛生部長 

（公印省略） 

 

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令及び特定化学物質障 

害予防規則等の一部を改正する省令の施行に係る留意点について 

 

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令(平成19年政令第375号。以下「改正政令」という。)

及び特定化学物質障害予防規則等の一部を改正する省令(平成19年厚生労働省令第155号。以下「改

正省令」という。)の施行については、平成20年2月29日付け基発第0229001号「労働安全衛生法施行

令の一部を改正する政令及び特定化学物質障害予防規則等の一部を改正する省令等の施行等につい

て」により指示されているところであるが、ホルムアルデヒドは歯科医療、医療機関等による病理

学的検査、大学の解剖実習等において幅広く使用されており、多くの疑義照会等があることから、

専門家による検討会を設け、関係団体等からのヒアリング等を行い、別添のとおり整理を行ったと

ころである。 

具体的な施行に当たっては、下記の点に留意の上、関係事業者等に対する改正政令及び改正省令

の照会への対応及び周知に遺漏なきを期されたい。なお、関係団体に対し、別添のとおり周知して

いることを申し添える。 

 

記 

 

1   歯科医療について 

次に示す事項に留意し、局署管内の照会へ適切に対応し、必要な周知等を行うこと。 

(1)  作業環境測定等 

歯科医療においては、ホルムアルデヒド製剤による治療が行われている場合があるが、当該

治療に係る作業が1回当たり30秒程度で、月間取扱い頻度が12回程度である等ホルムアルデヒ

ド製剤の取扱いが短時間、低頻度であり、気中濃度が著しく低い場合には、作業環境測定の対

象とはならないこと。 

また、その場合には、当該取扱いに係る労働者は労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32

号。以下「安衛則」という。）第45条第１項の特定業務従事者の健康診断の対象とはならない

こと。 

(2)  作業主任者 

 歯科医療においては、ホルムアルデヒド製剤の保管及び配置に際し、作業に従事する労働者

がホルムアルデヒドに汚染され、又は吸入しないように作業方法を決定するよう、事業者は作

業主任者に労働者を指揮させることが重要であること。 



(3)  発散抑制措置 

歯科医療においては、ホルムアルデヒド製剤の発散源は口腔内等であり、発散源を囲い込み、

又は発散源にフードを近づけることが医療行為を妨げることがあることから、局所排気装置等

の設置が著しく困難な場合があること。その場合は、特定化学物質障害予防規則（昭和47年労

働省令第39号。以下「特化則」という。）第5条第2項に基づき、全体換気装置の設置その他の

労働者の健康障害を防止するための必要な措置を講じなければならないこと。 

 

２  病理学的検査について 

次に示す事項に留意し、局署管内の照会へ適切に対応し、必要な周知等を行うこと。 

(1)  作業環境測定等 

     医療機関の病理検査室、衛生検査所等において行われている病理学的検査においては、通常

常態としてホルムアルデヒドが使用されており、法令に基づき定期的に作業環境測定を行い、

その結果に基づき作業環境改善を進めることが必要であること。 

一方、医療機関においては、病理検査室、衛生検査所等以外の場所で行われる内視鏡検体等

の浸漬のため、ホルムアルデヒドの溶液の小瓶を開閉する作業を行う場合があるが、当該作業

が1回5秒程度で、1日当たりの取扱い頻度が10回程度である等ホルムアルデヒドの取扱いが短

時間、低頻度であり、気中濃度が著しく低い場合には、作業環境測定の対象とはならないこと。 

また、その場合には、当該取扱いに係る労働者は安衛則第45条第１項の特定業務従事者の健

康診断の対象とはならないこと。 

(2) 作業主任者 

病理学的検査においては、当該検査を行う場所の空気中のホルムアルデヒドの濃度低減を行

うため、ホルムアルデヒドを使用する場所の集中化、有害性の少ない製品への変更、臓器等の

保管室での二重包装等の作業方法の改善等が有効であることから、事業者は、作業主任者にこ

うした事項を労働者に指揮させることが重要であること。 

(3)  発散抑制措置 

病理学的検査においては、作業を人員及び設備の整っている病理検査室、衛生検査所等に可

能な限り集中化することがホルムアルデヒドにばく露するリスクの低減化には重要であるこ

と。作業を集中化した病理検査室、衛生検査所等は、局所排気装置等を設置し、労働者のばく

露防止対策を行うことが必要であること。 

一方、病理検査室、衛生検査所等以外においては、手術室では患者の感染防止のため室内を

陽圧に保つ必要があること、その設置が医療行為を妨げること等から、局所排気装置等の設置

が著しく困難な場合がある。その場合は、特化則第5条第2項に基づき、全体換気装置の設置そ

の他の労働者の健康障害を防止するための必要な措置を講じなければならないこと。 

(4)  その他 

   (2)の作業方法の改善等については、日本病理学会が示している具体的な作業改善事例等を

参考とすることが有効であること。 

 

３ 解剖について 

次に示す事項に留意し、局署管内の照会へ適切に対応し、必要な周知等を行うこと。 

(1) 作業環境測定 

      大学の解剖準備室における解剖体の防腐処置等の作業及び司法解剖については、通常年間

を通じてホルムアルデヒドが取り扱われており、法令に基づき定期的に作業環境測定を行い、



その結果に基づき作業環境改善を進めることが必要であること。 

      大学の解剖実習室における解剖実習については、通常実習期間が6か月に満たない作業であ

るが、毎年繰り返し行う作業であり、解剖実習室の作業環境改善に有効であることから、ホ

ルムアルデヒドの発生が多いと考えられる解剖の開始時等に定期的に測定を行い、測定結果

に基づき、作業環境改善を行うことが望ましいこと。 

(2)  作業主任者 

   解剖においては、事業者は作業主任者に、作業に従事する労働者等がホルムアルデヒドに汚

染され、又はこれを吸入しないように、作業方法を決定させるとともに、保護具の使用状況を

監視させること等が重要であること。 

(3)  発散抑制措置 

解剖準備室、解剖実習室及び司法解剖室においては、局所排気装置等の設置による労働者の

ばく露防止対策を行うことが基本であるが、特に解剖実習室では、実習のための解剖体が25体

程度と発散源が多いこと、実習の作業の特性上剖出した臓器が新たな発散源となること、剖出

した臓器を計測する場合には発散源を移動させることになること等から、局所排気装置等の設

置が著しく困難な場合があること。その場合は、特化則第5条第2項に基づき、全体換気装置の

設置その他の労働者の健康障害を防止するための必要な措置を講じなければならないこと。 

(4) その他 

   解剖におけるホルムアルデヒドのばく露防止対策については、日本解剖学会が具体的な作業

事例等を示す予定であること。 

 

４ その他 

  検討会の資料については、http://www.mhlw.go.jp/shingi/other.html#roudou で公表してい

ること。 



基 安 発 第 1 1 1 9 0 0 1 号 

平 成 2 0 年 1 1 月 1 9 日 

 

 別添団体の長 殿 

     

 

厚生労働省労働基準局安全衛生部長 

 

 

 

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令及び特定化学物質障 

害予防規則等の一部を改正する省令の施行に係る留意点について 

 

 

 日頃より労働安全衛生行政の推進に当たり、御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、ホルムアルデヒドについては、労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令(平成19年政

令第375号)及び特定化学物質障害予防規則等の一部を改正する省令(平成19年厚生労働省令第155

号)が施行され、特定化学物質の第３類物質から第２類物質に変更等されたところでありますが、ホ

ルムアルデヒドが歯科医療、医療機関、大学の解剖実習等において比較的少量ではあるものの幅広

く使用されており、多くの関係者から疑義照会等をいただいたことから、国では専門家による検討

会を設け、検討を進めた結果、今般別添のとおり報告書が取りまとめられたところです。 

つきましては、歯科医療、医療機関、大学の解剖実習等におけるホルムアルデヒドの取扱いに当

たりましては、下記の事項に御留意いただくとともに、傘下会員機関等に対し、本内容の周知徹底

等が図られるよう、御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

記 

 

1   歯科医療について 

(1)  作業環境測定等 

歯科医療においては、ホルムアルデヒド製剤による治療が行われている場合があるが、当該

治療に係る作業が1回当たり30秒程度で、月間取扱い頻度が12回程度である等ホルムアルデヒ

ド製剤の取扱いが短時間、低頻度であり、気中濃度が著しく低い場合には、作業環境測定の対

象とはならないこと。 

また、その場合には、当該取扱いに係る労働者は労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32

号。以下「安衛則」という。）第45条第１項の特定業務従事者の健康診断の対象とはならない

こと。 

(2)  作業主任者 

 歯科医療においては、ホルムアルデヒド製剤の保管及び配置に際し、作業に従事する労働者

がホルムアルデヒドに汚染され、又は吸入しないように作業方法を決定するよう、事業者は作

業主任者に労働者を指揮させることが重要であること。 

(3)  発散抑制措置 



歯科医療においては、ホルムアルデヒド製剤の発散源は口腔内等であり、発散源を囲い込み、

又は発散源にフードを近づけることが医療行為を妨げることがあることから、局所排気装置等

の設置が著しく困難な場合があること。その場合は、特定化学物質障害予防規則（昭和47年労

働省令第39号。以下「特化則」という。）第5条第2項に基づき、全体換気装置の設置その他の

労働者の健康障害を防止するための必要な措置を講じなければならないこと。 

 

２  病理学的検査について 

 (1) 作業環境測定等 

     医療機関の病理検査室、衛生検査所等において行われている病理学的検査においては、通常

常態としてホルムアルデヒドが使用されており、法令に基づき定期的に作業環境測定を行い、

その結果に基づき作業環境改善を進めることが必要であること。 

一方、医療機関においては、病理検査室、衛生検査所等以外の場所で行われる内視鏡検体等

の浸漬のため、ホルムアルデヒドの溶液の小瓶を開閉する作業を行う場合があるが、当該作業

が1回5秒程度で、1日当たりの取扱い頻度が10回程度である等ホルムアルデヒドの取扱いが短

時間、低頻度であり、気中濃度が著しく低い場合には、作業環境測定の対象とはならないこと。 

また、その場合には、当該取扱いに係る労働者は安衛則第45条第１項の特定業務従事者の健

康診断の対象とはならないこと。 

(2)  作業主任者 

病理学的検査においては、当該検査を行う場所の空気中のホルムアルデヒドの濃度低減を行

うため、ホルムアルデヒドを使用する場所の集中化、有害性の少ない製品への変更、臓器等の

保管室での二重包装等の作業方法の改善等が有効であることから、事業者は、作業主任者にこ

うした事項を労働者に指揮させることが重要であること。 

(3) 発散抑制措置 

病理学的検査においては、作業を人員及び設備の整っている病理検査室、衛生検査所等に可

能な限り集中化することがホルムアルデヒドにばく露するリスクの低減化には重要であるこ

と。作業を集中化した病理検査室、衛生検査所等は、局所排気装置等を設置し、労働者のばく

露防止対策を行うことが必要であること。 

一方、病理検査室、衛生検査所等以外においては、手術室では患者の感染防止のため室内を

陽圧に保つ必要があること、その設置が医療行為を妨げること等から、局所排気装置等の設置

が著しく困難な場合がある。その場合は、特化則第5条第2項に基づき、全体換気装置の設置そ

の他の労働者の健康障害を防止するための必要な措置を講じなければならないこと。 

 

３ 解剖について 

(1)  作業環境測定 

      大学の解剖準備室における解剖体の防腐処置等の作業及び司法解剖については、通常年間

を通じてホルムアルデヒドが取り扱われており、法令に基づき定期的に作業環境測定を行い、

その結果に基づき作業環境改善を進めることが必要であること。 

      大学の解剖実習室における解剖実習については、通常実習期間が6か月に満たない作業であ

るが、毎年繰り返し行う作業であり、解剖実習室の作業環境改善に有効であることから、ホル

ムアルデヒドの発生が多いと考えられる解剖の開始時等に定期的に測定を行い、測定結果に基

づき、作業環境改善を行うことが望ましいこと。 

(2)  作業主任者 



   解剖においては、事業者は作業主任者に、作業に従事する労働者等がホルムアルデヒドに汚

染され、又はこれを吸入しないように、作業方法を決定させるとともに、保護具の使用状況を

監視させること等が重要であること。 

(3)  発散抑制措置 

解剖準備室、解剖実習室及び司法解剖室においては、局所排気装置等の設置による労働者の

ばく露防止対策を行うことが基本であるが、特に解剖実習室では、実習のための解剖体が25

体程度と発散源が多いこと、実習の作業の特性上剖出した臓器が新たな発散源となること、

剖出した臓器を計測する場合には発散源を移動させることになること等から、局所排気装置

等の設置が著しく困難な場合があること。その場合は、特化則第5条第2項に基づき、全体換

気装置の設置その他の労働者の健康障害を防止するための必要な措置を講じなければならな

いこと。 

 

４ その他 

  検討会の資料については、http://www.mhlw.go.jp/shingi/other.html#roudou で公表してい

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別添） 

  社団法人日本医師会 

  社団法人日本歯科医師会 

  社団法人全日本病院協会 

  社団法人日本病理学会 

  社団法人日本解剖学会 

 

 


